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１．はじめに

農業農村整備では、平成 年 月に改正された土地改良法において，事業実施にあた13 6

っての環境との調和への配慮，地域の意向をふまえた事業計画の策定，地域と連携した土

， 。地改良施設の管理や適時適切な更新 土地改良区の役割の一層の発揮などが盛り込まれた

また、昨今は、食料自給力の向上、食の安全・安心、農政改革などが国の重要な課題に

。 、 、 、位置づけられている 今後 こうした課題の解消に向け 農業農村整備のさらなる多様化

技術領域の拡大に対応した技術開発の推進、新たな国際化時代を担う若い技術者の育成な

どの面で行政、学会等が貢献していく必要がある。

本稿では、行政の立場から、このような時代の変化に対応して求められる人材の育成と

研究の活性化の方向にかかる大学の役割について述べる。

２．公務員試験にみる人材の現状

近年いわゆる大学全入時代となり、一般論として、大学教育の質の低下が指摘されてい

る。その背景として、受験生獲得において推薦入試枠の拡大など入学試験の多様化により

間口を拡げても、単位取得や卒業の要件を過度に厳しくすると、当該コースやプログラム

を敬遠する学生が増えるため、結果として大学で行われる教育サービスの低下が起きる。

農学部を志望する場合、概ね数学、物理の履修が十分でなくとも入学可能であり、入学

後のカリキュラムとして用意されていない限り、数学、応用力学、水理学、土質力学、土

木材料等の問題が出題される公務員試験において高得点を獲得することは困難と考えられ

る。農業農村整備を進めるうえで柱となる業務である構造物の計画、設計、施工、管理や

自然現象の分析、国民一般への説明責任の履行等においては幅広い基礎学力の素養、説明

能力、文章表現力が必要となるが、総体的には公務員試験受験者の多岐選択式及び記述式

の専門試験の得点は期待ほど高くないのが現状であり、幅広い人材確保の観点から危惧す

るところである。

３．JABEEへの対応と今後

技術者教育認定制度は、大学等の高等教育機関で実施されている技術者教育プログラム

が社会の要求水準を満たしているかどうかを外部機関が公平に評価した上で認定する専門

認定制度であり、農業工学関連分野では 年 月現在 大学 プログラムが認定さ2009 3 16 18

れている。しかしながら、近年、運営経費や教官の確保、就職等において、修了生のメリ

ット感が希薄などの理由から認定の維持を躊躇するケースも出始めている。

認定制度は、技術者教育の国際的な同等性を確保するとともに、認定プログラJABEE
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ム修了生は「修習技術者」となり必要な経験を積んだ後に技術士第二次試験を受けること

ができる。これに対しては、優れた技術者の育成を図るための最適なルートであり、修了

生を採用する側として一定の配慮を行うべきであるという意見がある。

４．共通目標としての技術開発5ヶ年計画

新たな技術開発５ヶ年計画は、技術的進歩の必要性と平成 年 月に閣議決定された20 12

土地改良長期計画、平成 年 月に開始されたコストと品質の両面を重視するコスト構20 4

造改善プログラムの取り組みも踏まえつつ、現計画を見直し、平成 年度からの５ヵ年21

を計画期間として、その間の農業農村整備事業における技術開発の方向性を明らかにする

ものである。この計画は、国立大学の中期目標期間と 年間にわたり重なる。農業農村整4

備の技術開発に関わる関係者にとっ

て共通の目標となり得るものであ

り、研究の活性化にも有効な目標で

あると考えている。大学の中期目標

には具体的な研究内容は網羅さ

れにくい形となっている。しか

しながら、大学の次期中期目標

期間においては、①時代のニー

ズに即した学部・学科があるこ

と、②実践的な授業を積極的に

行っていること、③企業との共

同研究が盛んであることなど、

大学の各専門分野における社会

貢献がより一層強く求められて

いる。他方、技術開発 ヶ年計5

画に係るアンケート結果を見れ

ば、土地改良長期計画を知らな

い大学研究者が多く、行政と大

学の乖離が懸念される。是非と

も関心を持ち、実学・問題解決

型の研究開発に取り組むことを

期待したい。

５．おわりに

研究分野における行き過ぎた予算の縮減が行政及び研究の将来に禍根を残すことは明ら

かである。適切な研究課題を選定し、選択と集中を図ったうえで、競争的な資金も含めた

外部資源を活用した重点的かつ効率的な研究開発の進展を期待したい。こうした大学の置

かれている現状を踏まえ、土地改良長期計画等に掲げた政策目標の実現、地域ニーズに直

結する技術開発等に対し、行政としても引き続き積極的に支援を行っていく所存である。


